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Ⅰ 会館管理運営事業 

会館管理運営事業の概要 
 平成２２年度においては、「都市東京事務所等への事務室賃貸」、「会議室・宿泊・

飲食施設の管理運営（株式会社東京ロイヤルホテルに運営委託）」等の事業を執行

した。 
 会館の貸室は、市東京事務所など３３団体に賃貸しており、貸室収入は１億  

８,９３３万円余となった。 
 また、平成２２年度における会議室の室料稼働率は年間平均５３.３％、宿泊の

稼働率は年間平均７２.４％で、利用者は延１０万人余（市政人は延１万３千人余）、

また、飲食施設の利用者は延１６万１千人余となった。 
 これらの施設の収入２５億４,６３８万円余に、貸室と駐車場等の収入２億  

６３０万円余を合わせた平成２２年度の会館収入は、２７億５,２６９万円余とな

った。 
都市情報事業については、都市職員を対象とした「都市経営セミナー」・「都市

防災推進セミナー」の実施をはじめ、大画面テレビによる市勢紹介、情報開示の

一環としてホームページの整備などを行った。 
 なお、都市情報研修事業費支出は、５５２万円余である。 
 

会館の管理運営事業 

１）貸室 

 会館の貸室は次の３３団体に賃貸し、貸室収入は１８９,３３２千円となった。 
階別団体一覧は次表のとおりである。 
 
階別団体一覧 

９階 
釧路市、奥州市、仙台市、千葉市、新潟市、静岡市、 
豊橋市 

１１階 
小樽市、岩見沢市、秋田市、さいたま市、豊田市、津市、四日市市、

堺市、福山市、松山市、久留米市、熊本市、熊本県市長会 

１２階 
青森市、相模原市、浜松市、下関市、福岡市、宮崎市、大分市、     

鹿児島市、大阪府市長会 
以上、２９団体の他、４団体に賃貸した。 
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２) 会議室 

 会議室の室料稼働率は年間平均５３.３％、会議室収入は８９２,５９７千円と

なった。 
なお、規模別の室料稼働率は次表のとおりである。 

 

規模別 会議室室料稼働率 

会議室規模 年間平均室料稼働率 

 ホール ７６.１％ 

 大会議室 ６０.６％ 

 中会議室 ５５.９％ 

 小会議室 ３７.８％ 

 

会議室の構成は、次のとおりである。 

  ３階  コスモスホール（２分割可能）、控室 

  ５階  オリオン、菊、桜、蘭、スバル、松、楓 

  ６階  601、602、603、604、605、606、607、608、609 

  ７階  701、702、703、704、705、706、707、708、709 

 

 規模別では、ホール１、大会議室１、中会議室５、小会議室１９、控室１ 

 合計２７室 

 

３） 客室 

 客室稼働率は年間平均７２.４％、客室収入は８９０,２３１千円となった。 
 なお、客室の稼働率、利用者数及び市政人と一般との比率は次表のとおりであ

る。 

 

客室稼働率及び構成比 

稼働率 利用者数 
区分（人） 

市政人/一般 

比率 

（人） 市政人 一 般 市政人 ： 一 般 

72.4％ 100,704 13,110 87,594 13.0 ： 87.0 

 

客室の構成は、次表のとおりである。 
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客室の構成 

客室種類 客室数 定 員 

シングルルーム ２３９室 ２３９人 

ツインルーム ７０室 １４０人 

デラックスツインルーム １２室 ２４人 

和  室 ４室 ８人 

ハンディキャップルーム ２室 ４人 

合  計 ３２７室 ４１５人 

 

４） 食堂 

 食堂の利用者数は、延１６１,５６８人、食堂収入は、７６３,５５７千円と  

なった。 

なお、食堂別の利用者数は、次表のとおりである。 

 

食堂の利用者数 

施設 梅 林 アイリス ラウンジ その他 合計 

人数  47,197 95,241 18,686 444 161,568 

営業 

日数 
365 365 254 － － 

 

５） 駐車場 

平成２２年度の駐車場収入は１６,９７３千円となった。 
なお、駐車場の収容台数は、機械式駐車場が１０７台、自走式平面駐車場（車

椅子対応）が１台、大型バス自走式平面駐車場が２台、合計１１０台となってい

る。 

 

都市情報事業 

１）都市情報事業 

平成２２年度も引き続き、都市情報コーナーの大型画面テレビで、各都市から

提供があった市勢に関する映像をはじめ、天気予報や時事ニュース等を毎日放映

した。 
情報発信の一環として、日本都市センターを紹介すると同時に、全国各市の情

報発信に資するため、ホームページで、「正味財産増減計算書」・「貸借対照表」・「財
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産目録」等の財務関係のデータや、寄附行為、役員名簿などを随時更新しつつ公

開した。なお、全国の市町村合併や選挙結果等を受けて情報を更新し、より新し

い情報を提供するよう努めた。 
 また、ロビー階において、館内東京事務所の情報発信に資するため、「都市ＰＲ

コーナー」を設置し、物産・観光案内や、各種イベントなどの展示を行った。 
 

２）都市職員研修事業 

① 第１２回 都市経営セミナー 
        全国の都市自治体関係者を対象に、「都市自治体の財政健全化」をテー

マとして、平成２２年６月１８日に第１２回都市経営セミナーを開催した。

市長をはじめ市議会議員、都市自治体職員等、約１５０名の都市行政関係

者が参加した。詳細は、９ページ『２）政策研究交流事業 １．第１２回

都市経営セミナーの開催』を参照。 
 

② 第１２回 都市防災推進セミナー 
我が国の大規模災害、特に地震災害は備えることによって被害を最小限

に抑えることが出来ると言われてきたが、まだまだ個々の家屋など耐震が

進んでいないのが実情である。倒壊住宅が多い地域では、火災発生率が多

くなるという統計データもあり、住宅の耐震は、安全安心な地域社会形成

につながるとして『第４回 日本耐震グランプリ～「まち場」から進める

耐震化・家具固定～』を主題に、平成２２年１１月１１日、内閣府、総務

省消防庁、国土交通省、東京都、東京消防庁、全国市長会、ほか震災対策

に関連する学会など２１団体の後援を得、社団法人全国市有物件災害共済

会、ＮＰＯ法人東京いのちのポータルサイトと共同開催した。参加者は、

全国の市長、市議会議員、都市職員、防災関係者等、約１２０名となった。 
なお、主催３団体共通の理念である「災害に強い地域づくり」の一環と 

して、様々な取り組みを行っている団体や個人に対し、国内外に著名な学 
識者、先進的な防災の取り組みを行っている自治体首長、主催３団体の代 
表者からなる選考委員会によって厳正な審査が行われ、グランプリ１団体、 
優秀賞２団体、選考委員特別賞２団体を表彰した。 

 

３）文化交流事業 

 会館敷地内の公開空地に設けられた緑道ギャラリーにおいて、近隣住民との交

流等を図るという趣旨で、「小さな彫刻展」を開催した。 
 
 なお、これら都市情報事業に係る都市情報事業費は５,５２４千円であった。 
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Ⅱ 調 査 研 究 事 業 

調査研究事業の概要 
 平成２２年度においては、地方自治をめぐる諸状況や全国の都市自治体の政策

ニーズを踏まえ、都市自治制度及び都市運営の両分野にわたる調査研究活動を実

施した。 
 第一に、都市自治体の政策形成に資するための自主政策研究事業として、「都市

自治体行政の専門性に関する調査研究」、「基礎自治体の広域連携に関する調査研

究」及び「新時代の都市税財政に関する調査研究」を実施した。 
第二に、政策研究交流事業として、都市自治体が直面する政策課題について、

独自に「都市経営セミナー」、「国のかたちとコミュニティを考える市長の会」及

び「都市政策研究交流会」を開催し、また、全国市長会などと「市長フォーラム」

及び「全国都市問題会議」を共催した。 

第三に、共同調査研究事業として、全国市長会と第２期「都市分権政策センタ

ー」を共同設置し、地方分権改革の推進や、分権型社会における都市自治体経営

の課題等に関する重要テーマについて、内外にわたる研究、実践事例の紹介、情

報の提供等を実施した。 

第四に、情報提供事業として、書籍の刊行又はインターネットの活用により、

全国の都市自治体等に上記各事業の成果等に関する情報を随時提供した。 

 なお、研究事業費支出は、１１３，９５１千円である。 

主な調査研究事業 

１）自主政策研究事業 

１．都市自治体行政の専門性に関する調査研究 

(１) 都市自治体行政の専門性に関する研究会 

① 趣旨・目的 

都市自治体を取り巻く社会環境の複雑・高度化や地方分権の進展等に伴い、

都市自治体は、総合行政の実施主体として地域における今日的な行政ニーズに

対応するため、資金的・人員的な資源に制約を抱えるなかでこれらの資源を総

動員して効果的に取り組むことが求められている。その際、地域のニーズ・課

題を把握し、その対応策を企画立案して効果的・効率的に実施することを可能

にする能力・知識・経験（「組織として」又は「職員として」の両義あり）、

つまり、都市自治体行政の「専門性」が強く求められている。このような問題

意識の下、「都市自治体行政の専門性に関する調査研究」を実施した。 
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② 調査研究の方法 

本調査研究を進めるにあたって、平成２１年９月に「都市自治体行政の専門

性に関する研究会」（座長 稲継裕昭 早稲田大学大学院公共経営研究科教授）

を設置した。同研究会では、①研究会における意見交換、②有識者・関係機関

へのアンケート・ヒアリング等を通じて調査研究を進め、平成２２年３月には、

都市自治体人事担当課アンケート結果を『都市自治体行政の専門性確保に関す

る調べ』として取りまとめたほか、平成２３年２月に報告書『都市自治体行政

の「専門性」―総合行政の担い手に求められるもの―』を刊行した。 

 
③ 調査研究の概要 

上記報告書では、都市自治体行政における「専門性」として、特別な資格等

に基づく技能のみならず、関係者と連携する能力など今までは行政内部におい

て当たり前のこととして意識されていなかった能力についても評価し明らか

にした。また、「人」のみならず「組織」として有する能力・知識・経験につ

いても着目し、調査研究の成果を次の４部構成として取りまとめた。第１部で

は、本研究会の委員によって都市自治体行政の専門性に関する主要課題につい

て様々な視点からの分析を行うとともに、総合行政の実施主体である都市自治

体行政の「専門性」とは何かを明らかにした。第２部では、職員のあり方及び

組織のあり方の両面をにらんで都市自治体行政の専門性について包括的に見

渡した。第３部では、都市自治体行政の専門性について、特に組織のあり方に

比重を置いてアプローチした。第４部では、都市自治体行政の専門性について、

特に職員のあり方に比重を置いてアプローチした。 

 
(２) 都市自治体の専門性に関する実証検討会 

① 趣旨・目的 

 当センターでは、前述の「都市自治体行政の専門性に関する研究会」におい

て専門性の内容を追究する中で、具体的な行政分野における専門性の実態を掘

り下げて考察することの必要性を認識し、平成２２年４月に「専門性実証検討

会」（座長 藤田由紀子専修大学准教授）を新たに設置して、行政分野の検討を

行った結果、「児童相談行政」及び「徴税行政」という二つの分野で調査研究

を行うこととした。 

 

② 調査研究の方法 

前述の「専門性実証検討会」では、①「児童相談行政」及び「徴税行政」の

専門性に関する課題を抽出し、②都市自治体への現地調査を実施して検証する

ことにより、調査研究を進めている。本調査研究の成果物として、ブックレッ

トを平成２３年３月に刊行した。 
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③ 調査研究の概要 

平成２２年度は児童相談行政を中心に調査を進めた。児童虐待相談件数の急

増や子育て相談ニーズの高まりを背景として、平成１６年の児童福祉法改正に

より、児童家庭相談に応じることが市区町村の業務として法律上明確化され、

住民に身近な市区町村においても子どもに関する様々な問題に対処すること

が要請されている。つまり、児童虐待相談や子育て相談は、児童相談所をもつ

自治体だけではなく、すべての都市自治体が直面している問題である。 

児童相談行政の実態を把握するため、ヒアリング調査及び参与観察を実施し

た。ヒアリング調査は、横浜市、金沢市、静岡市、三鷹市及びさいたま市（調

査日時順）に実施した。三鷹市のみ児童相談所を設置していないが、子ども家

庭支援センターを設置して先進的な取組みを展開していることから、調査対象

とした。また、現場の実態を見ない限りは、その業務内容及び必要とされるス

キル等はわからないことから、さいたま市においては、同市の協力を得てヒア

リング調査と併せて参与観察を実施し、児童相談所における職務の状況を直接

調査した。 

平成２３年３月に刊行したブックレット『児童相談行政における業務と専門

性―みんなで支える子どもと命―』では、都市自治体の児童相談所における業

務遂行の様々なノウハウを示したところである。これにより児童相談所をもつ

都市においては業務見直しの直接の参考としていただくとともに、児童相談所

を設置していない都市において児童相談行政に関する知識やノウハウを取得

することによって基礎自治体として住民に身近な行政を担っている強みを発

揮し、関係機関や住民と連携し将来を担う子どもたちを地域として育てていく

ことにつながると期待しているところである。 

 

(３) 都市自治体行政の専門性確保に関する国際動向について 

① 趣旨・目的 

「都市自治体行政の専門性に関する調査研究」では、総合行政の実施主体で

ある都市自治体行政の「専門性」、すなわち地域のニーズ・課題を把握し、そ

の対応策を企画立案して効果的・効率的に実施することを可能にする能力・知

識・経験（「組織として」又は「職員として」の両義あり）の確保・向上のあ

り方についてさまざまな観点からの検討を行った。 

   一方、上記調査研究においてさらに実効性のある提言を行うためには、公

務部門と民間部門の人材交流状況など様々なケースを想定して議論を行う必

要がある。 

そこで、わが国とは異なる公務員制度・労働法制・地方自治制度を持つ諸

外国の専門性確保の動向を把握することにより、上記調査研究を補完するとと

もに、わが国にとって参考となる情報を提供することとした。 
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② 調査研究の方法 

学識者及び当センター研究員により、わが国に制度面で参考となる国におい

て現地（英国）調査を実施した。 

 

③ 調査研究の概要 

    本事業の成果物として、機関誌『都市とガバナンス』第１５号において、

「英国地方自治体職員の専門性と人事行政－職務評価制度(Job Evaluation 

Scheme)と人材育成の観点から－(上）」を掲載し、わが国の都市自治体におけ

る人事制度改革の手掛かりとなる参考情報を提供した。同誌第１６号において

も、引き続き情報提供を行うこととしている。 

 

２．基礎自治体の広域連携に関する調査研究 

① 趣旨・目的 

  平成の大合併も一区切りとなり、従来の広域行政圏施策が廃止されるなど広

域行政を巡る環境は大きく変化した。地方分権が進展する中で、基礎自治体は

それぞれの地域の現状や将来動向を踏まえながら、他の基礎自治体との連携を

含めそのあり方を自らの判断により選択することが求められている。 
  こうした背景を踏まえて基礎自治体の広域連携のあり方の参考となるよう、

平成の大合併や広域行政圏施策の廃止の影響とともに、新しい広域連携の仕組

みである定住自立圏施策を視野に入れつつ、広域連携の動向を把握しその将来

を展望するため、「基礎自治体の広域連携に関する調査研究」を実施した。 

 

② 調査研究の方法 

 本調査研究を進めるにあたって、平成２２年３月に「基礎自治体の広域連携

に関する研究会」（座長；横道清孝政策研究大学院大学教授・地域政策プログ

ラムディレクター）を設置し、「広域連携組織」に対する「基礎自治体主要広

域連携組織アンケート」及び有識者・関係機関へのヒアリング等を進め、その

成果を報告書『基礎自治体の広域連携に関する調査研究報告書 －転換期の広

域行政・広域連携－』として刊行した。 

 
③ 調査研究の概要 

上記報告書では、本調査研究における主要な論点である平成の大合併後の圏

域行政のあり方や、現在行われている広域連携の事例を調査して取りまとめた

「基礎自治体の広域連携に関する主要課題について」と、本調査研究において

実施したアンケートの単純集計結果と 42 の廃止した広域行政機構及び 29 の

存続はしているが計画未策定の広域行政機構について組織形態や廃止理由な

どを取りまとめた「資料編」の 2部構成として調査研究の成果を取りまとめた。 
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３．新時代の都市税財政に関する調査研究 

① 趣旨・目的 

地方公共団体において廃棄物に関する税や森林環境税などの環境関連税が導

入され、これらを財源とした環境への取組みが進められている。特に、喫緊の

課題である地球温暖化対策に関して、地方公共団体は様々な分野で多くの事業

を実施しており、その財源を確保する仕組みが不可欠となっている。 

また、長引く景気低迷に伴う地方税の大幅な減収等によって自治体財政が厳

しい状況の中、社会保障その他の地方行政を安定的に運営するための地方消費

税の充実など、税源の偏在性が少なく税収が安定的な地方税体系を構築するこ

とが求められている。 

当センターでは、こうした動向を踏まえ、「環境税制・消費税制と都市自治体」

をテーマとして調査研究を行った。 

 
② 調査研究の方法 

当センター内に「新時代の都市税財政に関する研究会」（委員長 宇田川璋仁 

千葉商科大学客員教授）を設置し、都市税財政の研究者及び都市自治体の職員

等による課題報告や問題提起をもとに議論を行いながら調査研究を進め、平成

２３年２月に報告書『環境税制・消費税制と都市自治体』を刊行した。 

 

③ 調査研究の概要 

上記報告書では、調査研究の成果を２つの章に取りまとめた。 

第1章「環境税制のあり方と都市自治体における取組み」では、環境税、地

方環境税の概念や仕組み、効果等を踏まえた上で、地方公共団体及び海外にお

ける取組み等を挙げながら、地方環境税のあり方や課題等について議論してい

る。第２章「消費税制のあり方と都市自治体への影響」では、消費税・地方消

費税制の概要を踏まえ、消費税等における国と地方及び都道府県と市町村の配

分割合の検証や消費税率改定時の地域間格差への影響、地方消費税の独自課税

化等の様々な視点から議論している。 

 

２）政策研究交流事業 

１．第１２回都市経営セミナーの開催 
① 概要 

全国の都市自治体関係者を対象に、「都市自治体の財政健全化」をテーマと

して、平成２２年６月１８日に第１２回都市経営セミナーを開催した。市長を

はじめ市議会議員、都市自治体職員等、約１５０名の都市行政関係者が参加し

た。 
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② プログラム 

基調講演「都市自治体の財政健全化」 
 小西 砂千夫（関西学院大学大学院経済学研究科・人間福祉学部教授） 
事例報告「兵庫県小野市の財政健全化への取組み」蓬莱務（小野市長） 
事例報告「持続可能なまちを目指して」松崎秀樹（浦安市長） 
パネルディスカッション「都市自治体の財政健全化」 
出井信夫（東北公益文科大学大学院公益学研究科教授）、伯野卓彦（NHK
制作局副部長 大型企画開発センター チーフプロデューサー兼務）、森

田祐司（有限責任監査法人トーマツ パートナー）、蓬莱務（小野市長）、

松崎秀樹（浦安市長） 
 

２．第９回・第１０回「国のかたちとコミュニティを考える市長の会」の開催 

① 概要 

都市自治体の直面する政策課題について市長・区長有志が自由闊達に議論し、

相互の問題意識の深化と情報交流を図ること等を目的として、平成２２年８月

２日に第９回「国のかたちとコミュニティを考える市長の会」を、同年１１月

９日に第１０回「国のかたちとコミュニティを考える市長の会」を開催した。 
 

② プログラム 

    第９回：「趣旨説明」高野之夫（豊島区長） 
テーマ１ 「地域主権改革」の「進行役」倉田薫（池田市長）、 

「基調報告」小川淳也（総務大臣政務官） 
テーマ２ 「効率的な行政運営」の「進行役」高野之夫（豊島区長）、 

「問題提起」綾宏（坂出市長）、古川雅典（多治見市長）、 

野平匡邦（銚子市長） 
    第１０回：「趣旨説明」細江茂光（岐阜市長） 

テーマ１ 「高齢者福祉のあり方」の「進行役」綾宏（坂出市長）、 
「問題提起」倉田薫（池田市長）、宮路高光（日置市長）、 

テーマ２ 「コミュニティの活性化」の「進行役」細江茂光（岐阜市長）、 
  「問題提起」日沖靖（いなべ市長）、吉田友好（大阪狭山市長）、 

桜井勝延（南相馬市長） 
 

 

３．第１０回市長フォーラムの共催 
  ① 概要 

全国市長会と共同して、「当面の都市自治体を取り巻く諸課題について－基

礎自治体の役割－」をテーマとして、平成２２年１１月１７日に第１０回市長
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フォーラムを開催した。全国の市区長が多数参加した。 
 
② プログラム 

パネルディスカッション 
[コーディネーター] 鎌田司（共同通信社 編集委員・論説委員） 
[パネリスト] 岡﨑誠也 (高知市長・全国市長会国民健康保険対策特別委員

会委員長)、高橋正樹(高岡市長・全国市長会理事)、木村陽子（自治体国際

化協会理事長・前地方財政審議会委員）、稲継裕昭 (早稲田大学大学院公

共経営研究科教授) 
 

４．都市政策研究交流会の開催 

① 概要 

都市自治体の企画担当者、都市シンクタンクの研究員などが一堂に会して、

都市が直面する課題や都市政策について情報交換、意見交換を行い、その解決

の諸方策を議論するため、第８回を「都市自治体行政の専門性確保」をテーマ

として平成２２年８月４日に開催し、その議論の要旨を小冊子に取りまとめて

全国の都市自治体に提供するとともに、第９回を「都市の調査研究活動の技法

と課題」をテーマとして同年１０月２９日に開催した。 

 

② プログラム 

 第８回： 

  基調講演「都市自治体行政における専門性へのアプローチ」」 

   藤田由紀子（専修大学法学部准教授） 

   事例報告１「NPO と市がともにはたらくプロジェクト 福岡市共働事業提

案制度について」藤井ひろ子（福岡市市民局コミュニティ推進部市民公

益活動推進課主査（共働事業推進担当）） 

   事例報告２「八王子市における指定管理者制度の導入とモニタリングの手  

法について」櫻田俊二（八王子市行政経営部経営監理室主査） 

   事例報告３「広島市職員の職業キャリア形成に向けた取組みについて」    

    松尾雄三（広島市企画総務局人事部人事課人事係長）。 

   第９回： 

    事例報告１「社員食堂における地場農産物活用推進事業ならびに評価につ

いて」入山八江（新潟市健康福祉部保健所健康衛生課）・串田修（新潟医

療福祉大学大学院） 
   事例報告２「荒川区民総幸福度（GAH）に関する研究」長田七美（一般財

団法人荒川区自治総合研究所副所長兼事務局長） 
   研究報告「アンケート調査結果からの活動実態・分析等の報告」財団法人

日本都市センター研究室、調査研究活動に関する意見交換会 
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５．第７２回全国都市問題会議の共催 
① 概要 

    全国市長会、東京市政調査会、神戸市と共同して、「都市の危機管理―協働・

参画と総合対策―」をテーマとして、平成２２年１０月７、８日の両日、神戸

市において全国都市問題会議を開催した。 
    全国各地から市区長をはじめ、市区議会関係者、市区職員等、約１，８００

名の都市行政関係者が参加した。 
 
② プログラム 

    基調講演「自治体の危機管理―公助と自助のはざまで―」 
    中邨章（明治大学政治経済学部教授・同大学危機管理研究センター所長） 
   主報告「市民とつくる『安全と安心のまち 神戸』」矢田達郎（神戸市長）   
   一般報告「都市の危機管理―2009 新型インフルエンザに学ぶ―」林春男（京

都大学防災研究所巨大災害研究センター長・教授） 
   「都市の危機管理―桜島の防災対策―」森博幸（鹿児島市長） 
   「都市の構造変化に対応した危機対応力の向上」上村章文（財団法人建設

業技術者センター常務理事） 
  パネルディスカッション 
   [コーディネーター] 室﨑益輝（関西学院大学総合政策学部教授） 
   [パネリスト] 細坪信二（特定非営利活動法人危機管理対策機構理事・事務

局長）、立木茂男（同志社大学社会学部教授）、柴田いづみ（滋賀県立大

学環境科学部教授）、佐藤勇（栗原市長）、柴田紘一（岡崎市長） 
 

３）共同調査研究事業 

平成１９年１月に全国市長会と当財団が共同設置し、平成２２年４月から第

２期として引き続き設置した「都市分権政策センター」において、以下のよう

に調査研究を行った。 
 

１．都市分権政策センター 
① 趣旨・目的 

基礎自治体を重視した地域主権の確立に向けて、全国市長会及び当センター

が共同設置した「都市分権政策センター」において、真の地方分権改革を実現

するため、都市自治体の立場を明確にしながら、さまざまな観点から地方分権

に資する政策提言を行うとともに、分権型社会における都市自治体経営の確立

に向けて、都市自治体の政策開発・立案機能の一層の充実を図ることとした。 
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② 調査方法及び調査研究の概要 

運営委員会（共同代表 森民夫 全国市長会会長、松浦幸雄 (財)日本都市セ

ンター理事長、西尾勝 (財)東京市政調査会理事長）を設置し、運営委員会で

の議論により、調査研究を進めた。 

都市分権政策センターの下で、「地域主権改革と都市自治制度に関する調査

研究」を実施し、当該テーマに関する専門的な調査研究を行った（詳細は後述）。 

また、地域主権改革の推進並びに政府等関係方面における基礎自治体のあり

方論議への対応のため、基礎自治体の抜本的な制度設計研究が必要な状況を踏

まえ、わが国と制度状況が類似する国における基礎自治体の制度・実情につい

て包括的に把握・比較を行い、その成果は随時ホームページに掲載・公表を行

った（詳細は後述）。 

なお、平成２０年度に開設した、地方自治の時事の諸課題について、学識経

験者と市長が意見交換を行うメーリングリスト「地方自治トピックス」を引き

続き運営した（詳細は後述）。 

 

③ 会議 
第９回会議を平成２２年７月１４日に開催し、議題は、地域主権戦略会議 

及び「地域主権戦略大綱」についての報告（神野直彦東京大学名誉教授）など。 

第１０回会議を平成２３年１月２６日に開催し、議題は、直接参政に関する

諸問題についての報告（金井利之東京大学大学院法学政治学研究科教授）など。 

 

２．地域主権改革と都市自治制度研究会 
① 趣旨・目的 

  現在、地方自治に関する基本制度の見直しが焦点の一つとなりつつあること

を踏まえ、基礎自治体の立場から真の地方分権を確立するため、地方自治の基

本的事項を定める立法の可能性を含めて、「地域主権改革」の時代における地

方自治の基本制度のあり方について調査研究することとした。 

 

② 調査方法及び調査研究の概要 

  学識者による研究会（座長 横道清孝 政策研究大学院大学教授）を設置し、

研究会での協議により調査研究を進めた。 

 

③ 会議 

    第１回会議は、平成２２年４月５日に開催。主な議題は、「地方自治制度に

関する議論の動向について」及び「主要国の自治体に関する規律法制について」。 

    第２回会議は、同年５月１３日に開催。主な議題は、「自治体の代表機関に

関する論点整理」及び「地方自治制度に関する論点整理」。 

    第３回会議は、同年７月１日に開催。主な議題は、「自治体の立法権に関す
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る論点整理」及び「地方自治制度に関する論点整理」。 

    第４回会議は、同年１１月２９日に開催。主な議題は、「住民自治制度のあ

り方に関する論点整理」及び「地方自治制度に関する論点整理」。 

 

３．メーリングリスト「地方自治トピックス」（平成２０年１月開設） 
全市区長に参加を呼びかけたメーリングリスト上で、都市分権政策センター学

識経験者委員から地方自治における時事の諸課題に関するコメントを定期的に

掲載し、参加市区長が自由に意見交換を行った。 
 
４．基礎自治体に関する総合的国際比較（平成２２年４月開始) 

① 趣旨・目的 

現在のわが国では、本格的な地方分権国家を実現するため、政府階層のあり

方、基礎自治体のあり方が一層問われているため、平成２０～２１年度にかけ

て実施した、「基礎自治体の国別比較」事業を継続・発展し、平成２２年度か

ら「基礎自治体の総合的国際比較」事業として、世界各国の政府階層、とりわ

け基礎自治体のあり方を包括的に検討することにより、わが国にとって参考と

なる情報を提供していくこととした。 

 

② 調査研究の方法 

ア．「基礎自治体比較研究項目リスト」を随時改訂する。 

イ．世界の主要国を網羅するのではなく、わが国にとって制度面で参考と  

なる国を中心に研究する。 

○国別に「基礎自治体比較研究項目リスト」に対応した情報を蓄積し、   

学識者の助言も得ながら改訂する。 

○蓄積情報には、確認した事実及びその出典（文献及び取材等）を記載  

する。 

ウ．国別比較研究のため、その対象となる国の実態調査を行う。 

エ．研究成果は随時公表する。 

 

③ 調査研究の概要 

平成２２年度の成果物として、機関誌『都市とガバナンス』第１５号で、「フ

ランスの広域行政組織にみる広域連携策」を掲載した。また、ホームページ上

に、「『自治体の代表機関に関する規律』法制比較（素案）」、「『自治体の立法権

に関する規律』法制比較（素案）」を掲載した。 

さらに、これまでの調査研究の蓄積をもとに、『都市とガバナンス』第１４

及び１５号で、「ベルギーの政府階層―連邦化とコミューン（中）（下）」を、

それぞれ掲載し情報提供を行った。 
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４）情報提供事業 

１．ベネルクス諸国研究 

平成２０年度にオランダで、平成２１年度にベルギー（オランダ語圏）で実 

施した現地調査や文献調査などを通じて得られた成果を、両国に関する知見を

有する学識者からの協力を得て報告書として取りまとめ、『オランダ・ベルギー

の自治体改革』を第一法規株式会社より商業出版した。 
同書においては、オランダ、ベルギーの地方自治制度や両国において実施さ

れている自治体改革について、またそれらのわが国への示唆について考察を行

った。 
 

２．専門性確保に関する情報提供 

 ① 都市空間行政 

   情報提供事業として、福祉の視点を踏まえた参画・協働による都市空間行政

について、神戸市、横浜市の事例をとりまとめ、当センターホームページ上で

公表した。 

 

 ② 都市と医療 

   現在、全国の都市において発達障害者への支援策が大きな広まりを見せつつ

ある。本事業では、平成２３年度の高岡市との共同調査研究「発達障害支援ネ

ットワーク調査研究事業」の本格実施に向けて、予備調査および文献・資料収

集を行った。 

 

３．都市自治体の調査研究活動状況について 

都市自治体が行っている、政策形成や課題解決に寄与することを目的とした

調査研究についてアンケート調査を行い、「都市自治体の調査研究活動一覧」と

してまとめ、また同時に、各都市シンクタンク等の活動内容を「シンクタンク

リスト」としてまとめホームページ上で情報提供した。 

   また、都市自治体や都市自治体職員が行った調査研究を募集し、優秀な研究

を表彰する第 1回都市調査研究グランプリ（ＣＲ-１グランプリ）を実施した。 

 

４．出版・広報、情報提供等について 

自主調査研究の成果及び政策研究交流の内容を刊行物に取りまとめ、出版す

るとともに全国の都市自治体等へ配付した。 
また、機関誌『都市とガバナンス』第１４号を平成２２年９月、第１５号を

平成２３年３月にそれぞれ刊行し、全国の都市自治体等への提供により、当セ

ンターにおける調査研究活動を広く周知した。 

併せて、ホームページやメーリングリストを活用して随時、当センターの調
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査研究活動に関する情報や刊行物に納めきれない事業成果を情報提供した。 
      

５）その他 

研究アドバイザーによる助言と意見交換 

当センターの調査研究活動に関し研究アドバイザー会議を開催し、豊富な知

識を有する学識経験者から専門的知見を踏まえた助言を得た。 
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Ⅲ 収 支 の 状 況 
会館管理運営事業については、平成１５年３月に社団法人全国市有物件災害共

災会、株式会社ロイヤルホテル、株式会社東京ロイヤルホテルと当財団との間で

締結した「日本都市センター会館の経営管理基本契約」、平成１９年３月に社団法

人全国市有物件災害共災会と当財団との間で締結し平成２２年３月３０日に一部

変更した「日本都市センター会館管理運営契約」及び平成２２年３月３０日に株

式会社東京ロイヤルホテルと当財団との間で締結した「日本都市センター会館会

議室、宿泊、飲食施設等管理運営実施契約」に基づき事業を執行した。 
平成２２年度における主な事業活動収入は次のとおりである。 
基本財産運用収入は１８,６０３千円で、これは、基本財産７００,０００千円の

運用に係る受取利息収入で、予算額に比較して９,４６３千円（１０３.５％）増加

した。 
受託料収入は１５２,６３４千円で、これは、社団法人全国市有物件災害共済会

から受け入れた会館管理受託料収入で、予算額に比較して１４ ,７０２千円 
（８.８％）減少した。 
 調査研究収入は１３２ ,２４１千円で、予算額に比較して１ ,９８８千円 
（１.５％）減少した。この内訳は、補助金収入は１,４６６千円で、予算額に比較

して５３３千円（２６.７％）減少、社団法人全国市有物件災害共済会から受け入

れた調査研究事業助成金収入は１２０,０００千円で、予算額と同額、全国市長会

から受け入れた調査研究事業負担金収入は１０,０００千円で、予算額と同額、雑

収入が７７４千円で、予算額に比較して４５５千円（３７.１％）減少した。 
 これに対する主な事業活動支出は、会議費支出が２,１７８千円で、予算額に比

較して６,１２１千円（７３.８％）減少した。 
管理費支出は１１４ ,７６７千円で、予算額に比較して２７ ,４５２千円 

（１９.３％）減少した。この内訳は、人件費支出が８２,１６４千円、物件費支出

が３２,６０２千円であった。 
都市情報事業費支出は５ ,５２４千円で、予算額に比較して３,４４５千円 

（３８.６％）減少した。 
 研究事業費支出は１１３,９５１千円で、予算額に比較して１５,５８８千円 
（１２.０％）減少した。この内訳は、人件費支出が６４,３６２千円、管理諸費支

出が３,９０５千円、自主調査研究の事業費支出が４５,６８３千円であった。 
 租税公課支出は１,０５０千円で、これは、消費税及び償却資産税で、予算額に

比較して１,３４９千円（６６.２％）減少した。 
法人税等支出は１０,４４９千円で、これは、法人税、住民税及び事業税で、予

算額に比較して４,５５０千円（３０.３％）減少した。 
 退職給付支出は２ ,７４０千円で、予算額に比較して６７ ,２６０千円 
（９６.１％）減少した。 
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  事業活動収支差額は、５６,９４７千円で、予算額に比較して△１２８,７２９ 
千円（２０.７％）増加した。 
 次に、投資活動収入は、７,６２０千円で、これは、退職給付引当資産取崩収入

及び職員貸付金返還収入で、予算額に比較して６２,７８２千円（８９.２％）減少

した。 
 これに対する投資活動支出は、６０７,１３９千円で、これは、基本財産取得支

出及び退職給付引当資産取得支出で、予算額に比較して２２ ,８６２千円 
（３.６％）減少した。 
 投資活動収支差額は、△５９９,５１９千円で、予算額に比較して３９,９１９千

円（７.１％）増加した。 
財務活動収支は該当がなかった。 
この結果、当期収入合計１ , ０９９ , ８９３千円から当期支出合計 

８５９,８１０千円を差し引いた当期収支差額は、△５４２,６２２千円になり、前

期繰越収支差額７８２ , ６５５千円を加えた次期繰越収支差額は、 
２４０,０８３千円となった。 
 以上、報告する。 


